
   防府市堆肥活用推進事業費補助金交付要綱    

令和５年４月１日制定  

 （趣旨） 

第１条 この要綱は、国際価格上昇等の影響の低減、温室効果ガスの

排出削減、化学肥料の低減等による持続的な農畜産物の生産体制づ

くりに向け、堆肥の生産、高品質化、流通の促進等を図ることを目

的とし、防府市堆肥活用推進事業費補助金（以下「補助金」という。）

の交付について、必要な事項を定めるものとする。 

 （事業実施主体） 

第２条 事業実施主体は、市内に住所を有する個人又は主たる事業所

を有する法人であって、畜産業を営む者とする。 

 （事業の内容） 

第３条 補助金の交付の対象となる事業（以下「補助事業」という。）

は、別表のとおりとする。 

 （交付の対象及び補助率） 

第４条 市長は、事業実施主体が行う補助事業を実施するために必要

な経費のうち、補助金交付の対象として市長が認める経費（以下「補

助対象経費」という。）について、予算の範囲内で補助金を交付する。 

２ 補助対象経費の区分及びこれに対する補助率等は、別表のとおり

とする。 

３ 前項の規定により算出した補助金の額に千円未満の端数が生じた

場合は、これを切り捨てるものとする。 

 （申請手続） 

第５条 補助金の交付を受けようとする事業実施主体は、防府市堆肥

活用推進事業費補助金交付申請書（第１号様式）に市長が必要と認

める書類を添付して、市長が別に定める日までに市長に提出しなけ

ればならない。 

２ 前項の場合において、別表の２耕畜連携堆肥活用推進事業に係る

補助金の交付を受けようとする事業実施主体は、同項の申請書及び

書類に加えて、堆肥の活用に係る耕畜連携（事業実施主体と耕種農



家（事業実施主体自身である場合を除く。）との連携をいう。）を行

うことを証する書類をも提出しなければならない。 

３ 補助金の交付を受けようとする事業実施主体は、第１項の申請書

を提出するに当たって、当該補助金に係る消費税仕入控除税額（補

助対象経費に含まれる消費税及び地方消費税に相当する額のうち、

消費税法（昭和 63 年法律第 108 号）に規定する仕入れに係る消費税

額として控除できる部分の金額と当該金額に地方税法（昭和 25 年法

律第 226 号）に規定する地方消費税率を乗じて得た金額との合計額

に補助率を乗じて得た金額をいう。以下同じ。）があり、かつ、その

金額が明らかな場合には、これを減額して申請しなければならない。

ただし、申請時において当該補助金に係る消費税仕入控除税額が明

らかでない場合は、この限りでない。 

 （交付決定） 

第６条 市長は、前条第１項の規定による申請書の提出があった場合

において、その内容を審査し、補助金を交付することが適当である

と認めたときは、補助金の交付決定を行い、その旨を当該事業実施

主体に通知するものとする。 

２ 市長は、前項の規定による交付決定を行う場合において、必要が

あると認めるときは、条件を付することができる。 

 （申請の取下げ） 

第７条 前条第１項の規定による交付決定の通知を受けた事業実施主

体は、当該補助金の交付の申請を取り下げようとするときは、当該

通知を受けた日から起算して１５日以内にその旨を記載した書面を

市長に提出しなければならない。 

２ 前項の規定による申請の取下げがあったときは、当該申請に係る

補助金の交付決定はなかったものとみなす。 

 （変更、中止又は廃止の承認） 

第８条 事業実施主体は、次の各号のいずれかに該当するときは、あ

らかじめ防府市堆肥活用推進事業費補助金変更等承認申請書（第２

号様式）を市長に提出し、その承認を受けなければならない。 



(１) 補助事業の内容を変更しようとするとき。 

(２)  補助事業を中止し、又は廃止しようとするとき。 

 （事業の遅延等） 

第９条 事業実施主体は、補助事業が予定の期間内に完了することが

できないと見込まれる場合又は補助事業の遂行が困難となった場合

には、速やかにその理由及び補助事業の遂行状況を記載した書類を

市長に提出し、その指示を受けなければならない。 

 （概算払） 

第１０条 事業実施主体は、補助金の概算払を受けようとするときは、

防府市堆肥活用推進事業費補助金概算払請求書（第３号様式）（以下

「概算払請求書」という。）を市長に提出しなければならない。 

 （状況報告） 

第１１条 事業実施主体は、事業実施年度の１１月３０日現在の補助

事業の遂行状況を報告するため、防府市堆肥活用推進事業遂行状況

報告書（第４号様式）（以下「事業遂行状況報告書」という。）を作

成し、１２月３日までに市長に提出しなければならない。 

 （実績報告等） 

第１２条 事業実施主体は、補助事業が完了したとき（第８条の規定

による廃止の承認があったときを含む。）は、その日から起算して３

０日を経過した日又は補助金の交付決定があった年度の３月３１日

のいずれか早い日までに防府市堆肥活用推進事業実績報告書（第５

号様式）（以下「実績報告書」という。）に市長が必要と認める書類

を添付して、市長に提出しなければならない。 

２ 第５条第３項ただし書の規定により交付の申請をした事業実施主

体は、実績報告書を提出するに当たって、当該補助金に係る消費税

仕入控除税額が明らかである場合は、これを補助金額から減額して

報告しなければならない。 

３ 第５条第３項ただし書の規定により交付の申請をした事業実施主

体は、実績報告書を提出した後において、消費税及び地方消費税の

申告により当該補助金に係る消費税仕入控除税額が確定した場合は、



その金額（前項の規定により減額した場合にあっては、その金額が

減じた額を上回る部分の金額）を書面により速やかに市長に報告す

るとともに、市長による返還命令を受けてこれを返還しなければな

らない。 

 （補助金の額の確定等） 

第１３条 市長は、実績報告書の提出があった場合は、実績報告書そ

の他書類の審査及び必要に応じて現地調査等を行い、当該補助事業

の成果が補助金の交付決定の内容及びこれに付した条件に適合する

と認めたときは、交付すべき補助金の額を確定し、その旨を当該事

業実施主体に通知するものとする。 

２ 市長は、事業実施主体に交付すべき補助金の額を確定した場合に

おいて、既にその額を超える補助金が交付されているときは、当該

事業実施主体に対し、期限を定めてその超える部分の補助金の返還

を命ずるものとする。 

 （精算払） 

第１４条 前条第１項の規定による通知を受けた事業実施主体は、補

助金の交付を受けようとするときは、防府市堆肥活用推進事業費補

助金精算払請求書（第６号様式）を市長に提出しなければならない。 

 （交付決定の取消等） 

第１５条 市長は、第８条の規定による補助事業の中止又は廃止の申

請があったとき又は事業実施主体が次の各号のいずれかに該当する

ときは、補助金の交付決定の全部若しくは一部を取り消し、又は変

更することができる。 

(１) 法令又はこの要綱に違反したとき。 

(２) 補助金の交付に関して付した条件に違反したとき。 

(３) 補助金を補助事業以外の用途に使用したとき。 

(４) 補助事業に関して、不正、事務手続の遅延その他不適当な行

為をしたとき。 

(５) 補助事業の施工状況が不適当であると認められたとき。 

２ 市長は、前項の規定により補助金の交付決定を取り消した場合に



おいて、当該取消しに係る部分に関し既に補助金が交付されている

ときは、当該事業実施主体に対し、期限を定めてその返還を命ずる

ものとする。 

３ 前２項の規定は、第１３条の規定による交付すべき補助金の額の

確定があった後においても適用があるものとする。 

 （帳簿等の保管） 

第１６条 事業実施主体は、この補助金に係る収入及び支出を明らか

にした帳簿を備え、かつ、当該収入及び支出についての証拠書類を

当該補助事業が完了した年度の翌年度から起算して５年間整備保管

しなければならない。 

 （報告及び検査等） 

第１７条 市長は、必要があると認めるときは、事業実施主体に対し

報告を求め、前条の帳簿その他関係書類若しくは補助事業の施工状

況を検査し、又は補助事業の施工上必要な指示をすることができる。 

 （財産の管理等） 

第１８条 事業実施主体は、補助事業により取得し、又は効用の増加

した財産（以下「取得財産等」という。）については、補助事業の完

了後においても善良な管理者の注意をもって管理するとともに、補

助金の交付の目的に従ってその効率的な運用を図らなければならな

い。 

 （財産の処分の制限） 

第１９条 事業実施主体は、法令で定める取得財産等を法令で定める

手続きを経ないで、補助金の交付の目的に反して使用し、譲渡し、

交換し、貸付け、又は担保に供してはならない。ただし、法令で定

める場合は、この限りでない。 

 （その他） 

第２０条 この要綱に定めるもののほか、この要綱の実施に関し必要

な事項は、別に定める。 

   附 則 

 この要綱は、令和５年４月１日から施行する。  



別表 

補助事業 補助対象経費 補助率等 

１ 堆肥活用推進事

業（堆肥化処理施

設等の整備等） 

 次に掲げる施設等の整備

又は改修に必要な経費 

１ 堆肥化処理施設（堆肥

舎、堆肥発酵施設、乾燥施

設、堆肥調整保管施設、堆

肥流通施設等） 

２ １の施設と一体的に運

用する設備（送風設備等） 

３ １の施設と一体的に運

用する機械（切返作業機

等） 

１ 補助率 

  1/3 以内 

２ 補助額上限 

  1,000 千円 

２ 耕畜連携堆肥活

用推進事業（堆肥

の活用に係る耕畜

連携を行う場合に

おける堆肥化処理

施設等の整備等） 

 

１ 補助率 

  1/2 以内 

２ 補助額上限 

  1,500 千円 

 

  



第１号様式（第５条関係） 

 

年度 防府市堆肥活用推進事業費補助金交付申請書 

 

番     号 

年  月  日 

 

 （宛先）防府市長 

 

                  住 所 

                  氏 名 

 

  年度において、下記のとおり事業を実施したいので、防府市堆肥

活用推進事業費補助金交付要綱第５条の規定に基づき、  円の交付

を申請します。 

 

記 

 

１ 事業の区分 

２ 事業の目的 

３ 事業の内容 

施設・ 

設備・ 

機械名 

予 定 

場 所 
面 積 

内  容 

（構造、規格 

、能力等） 

備  考 

     

 

 

 

 

 



４ 経費の配分及び負担区分 

補助事業に 

要する経費 

（Ａ＋Ｂ） 

負 担 区 分 

備  考 市補助金 

（Ａ） 

その他 

（Ｂ） 

円 

 

円 

 

円 

 

 

 

 （注）備考欄には、消費税仕入控除税額を減額した場合は「減額し

た金額  円」を、同税額がない場合は「該当なし」を、同税額

が明らかでない場合は「含税額」をそれぞれ記入すること。 

５ 事業の完了予定年月日      年  月  日 

６ 添付書類 

 

 

  



第２号様式（第８条関係） 

 

年度 防府市堆肥活用推進事業費補助金変更等承認申請書 

 

番     号 

年  月  日 

 

 （宛先）防府市長 

 

                  住 所 

                  氏 名 

 

  年 月 日付け第 号をもって補助金の交付決定通知のあった事

業について、下記のとおり 変更・中止・廃止 したいので、防府市

堆肥活用推進事業費補助金交付要綱第８条の規定に基づき申請します。 

 

記 

 

１ 理由 

２ 内容等 

 （注）変更、中止又は廃止（以下「変更等」という。）の内容につい

ては、第１号様式の記の３～５に準じて作成するものとし、変

更等前後が比較対照できるよう変更等部分を二段書きとし、変

更等前を括弧書きで上段に記載すること。 

３ 添付書類 

 （注）添付書類については、変更等があったものに限り添付するこ

と。 

  



第３号様式（第１０条関係） 

 

年度 防府市堆肥活用推進事業費補助金概算払請求書 

 

番     号 

年  月  日 

 

 （宛先）防府市長 

 

                  住 所 

                  氏 名 

 

  年 月 日付け第 号をもって補助金の交付決定通知のあった事

業について、防府市堆肥活用推進事業費補助金交付要綱第１０条の規

定に基づき、下記により  円を概算払によって交付されたく請求し

ます。 

記  

 

１ 事業の区分  

２ 概算払額  

総事業費  市補助金

(Ａ) 

既受領額 

（B）  

今回 
請求額 

（C）  

残額（A） 
－(（B） 

+（C））  

事業完了  

予定年月日  

備 考  

円  

 

  円  

 

   円  

 

  円  

 

円   

 

 

 

 

３ 振込先金融機関等 

 金融機関等名 

 預金種別      口座番号 

 口座名義(ｶﾀｶﾅ) 



 

（注）記載事項及び添付書類が既に提出している書類の内容と重複す

る場合には、その重複する部分については省略できることとし、

省略するに当たっては、提出済の書類の名称その他書類の特定に

必要な情報を記載の上、当該書類と同じ旨を記載することとする。  



第４号様式（第１１条関係） 

 

年度 防府市堆肥活用推進事業遂行状況報告書 

 

番     号 

年  月  日 

 

 （宛先）防府市長 

 

                  住 所 

                  氏 名 

 

  年 月 日付け第 号をもって補助金の交付決定通知のあった事

業について、防府市堆肥活用推進事業費補助金交付要綱第１１条の規

定により、その遂行状況を下記のとおり報告します。 

 

記  

１ 事業の区分  

２ 執行状況  

総事業費  

事 業 の 遂 行 状 況  

備 考  

１１月３０日まで  

に完了したもの  

 月 日以降  

に実施するもの  

事業費  
出来高  

比 率  
事業費  

事業完了  

予定年月日  

円  

 

  円  

 

   ％  

 

  円  

 

 

 

 

 

（注）記載事項及び添付書類が既に提出している書類の内容と重複す

る場合には、その重複する部分については省略できることとし、

省略するに当たっては、提出済の書類の名称その他書類の特定に

必要な情報を記載の上、当該書類と同じ旨を記載することとする。  



第５号様式（第１２条関係） 

 

年度 防府市堆肥活用推進事業実績報告書 

 

番     号 

年  月  日 

 

 （宛先）防府市長 

 

                  住 所 

                  氏 名 

 

  年 月 日付け第 号をもって補助金の交付決定通知のあった事

業について、交付決定通知の内容に従い実施したので、防府市堆肥活

用推進事業費補助金交付要綱第１２条の規定により、その実績を報告

します。 

 

記 

 

１ 事業の区分 

２ 事業の実績 

 （注）事業の実績については、第１号様式の記の３～５に準じて作

成するものとする。 

３ 添付書類 

 

  



第６号様式（第１４条関係） 

 

年度 防府市堆肥活用推進事業費補助金精算払請求書 

 

番     号 

年  月  日 

 

 （宛先）防府市長 

 

                  住 所 

                  氏 名 

 

  年 月 日付け第 号をもって補助金額の確定通知のあった事業

について、防府市堆肥活用推進事業費補助金交付要綱第１４条の規定

に基づき、下記により  円を精算払によって交付されたく請求しま

す。  

 

記 

１ 事業の区分  

２ 精算額  

市補助金  

（A）  

既受領額  

（B）  

今回請求額  

（A）‐（B）  

円  

 

円  

 

円  

 

 

３ 振込先金融機関等 

 金融機関等名 

 預金種別      口座番号 

 口座名義（ｶﾀｶﾅ） 


